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小規模助成プログラム申請書



A.申請総表 

1. 申請機関 

	ポルトガル語名
	

	日本語名


	

	設置形態


	 1.公的機関
	 2.社団法人/財団法人
	  3. 任意団体
	  4.その他
 （　　　　　　）

	機関の住所


	
	法的地位
	

	
	
	電話
	

	
	
	ファクシミリ
	

	
	
	メールアドレス
	


2. 事業実施部門
	ポルトガル語名
	

	住   所
	
	電　　話
	

	
	
	ファクシミリ
	

	担当者連絡先
	氏名　　　　　　　　　　　　　　　職位
	メールアドレス
	


3. 代表者　/　4.事業担当責任者　/　5.経理責任者

	
	3.代表者
	4.事業担当責任者
	5.経理責任者

	氏  名
	
	
	

	申請機関内の職名
	(社長、校長等)
	(社長、校長等)
	(社長、校長等)

	署  名
	
	
	


B.申請機関概要 
※機関紹介パンフレット等があれば添付すること。

1.申請機関における国際文化交流活動の沿革及び現況
	


2.過去5年間の国際交流基金からの助成実績 
	


C.助成金送金口座情報 
1．送金口座 
	銀行名
	口座通貨



	支店名
支店住所
	

	口座番号
	

	口座名義人
	

	口座名義人住所
	


※　送金口座が申請機関名義でない場合には、申請機関からの助成金受取の合理的な理由を記した委任状が必要です。

D．事業内容書
申請事業形態を選んでチェックしてください

□　学習奨励活動助成
□　教材購入助成
□　教材制作助成

□　会議助成

□　自由企画事業

□　日本語教育機関等立上支援
■事業情報
1.事業名称
	事業名
	

	ポルトガル語名
	


2.希望助成対象期間

	開始
	   年　/　　月 /　   日
	終了
	　  年　/　　月　/　   日
	 (      )　月間


3.事業実施期間
	開始
	   年　/　　月　/　   日
	終了
	　  年　/　　月　/　   日
	(      )　月間


4.事業概要
（１）目的・目標

	


（２）事業の概要

	


（３）実施日程
準備・事後を含めた事業の実施日程及び会場を記入してください。

	年月日
	活動内容

	
	


（４）現在使用している教材や保有している教材（＊教材購入助成、教材制作助成のみ記入）

	教材名
	教材使用方法

	
	


（５）現在の講座の状態（＊日本語教育機関等立上支援のみ記入）
	機関又は講座の名称
	　
	学習者数
	　

	教師数
	　
	教師の
日本語能力試験
の取得級
	　

	
	
	
	

	学習者数の受入上限人数
	　
	講座設置年
	　

	授業コース
	受講料
	受講者数

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　

	　
	　
	　


5.主要実施協力団体・協力者
	協力形態
	協力者名 
	国名

	
	
	


6.主要参加者等
	役割
	氏名･概要･所属団体等
	人数
	国名

	
	
	
	


7. 期待される成果及び効果（＊教材購入助成、教材制作助成の場合は教材ごとの期待される成果も記入）
	


8.成果及び効果の評価方法

	


9．予算

別紙に記入。
10.申請機関の会計報告書

最新の会計報告書を添付下さい。規定の様式はないので申請機関の通常のフォーマットで問題ありません。
※国際交流基金は、「独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律」（平成15年法律第59号）を遵守し、個人情報を取り扱う際には、適正な収集・利用・管理を行います。

申請書に記入された情報は、採否審査、事業実施、事後評価等の手続きのほか、次のような目的で利用します。これらの個人情報の利用については、申請機関・団体より招聘予定者にもお知らせくださるようお願いします。

・採用者及び招聘予定者の氏名、性別、職業・肩書き、所属先、事業期間、事業内容等の情報は、国際交流基金の事業実績、年報、ホームページ等において公表されます。また、年報等に掲載する統計資料作成に利用されることがあります。

・採用者及び招聘予定者の氏名、性別、職業・肩書き、所属先、事業期間、事業内容等の情報は、基金事業の広報のため、報道機関や他団体に提供することがあります。

・記入される連絡先に、他の基金事業についてご連絡を差し上げることがあります。（＊他の事業について依頼する場合など。）また、基金事業の各種ご案内をお送りすることがあります。

・申請書、添付書類、及び事業報告書・成果物などは、採否審査、事後評価等のため、外部有識者等の評価者に提供することがあります。提供する際、評価者の方には、個人情報の安全確保のための措置を講じていただくようにしています。

・事業終了後に、本件事業に関するフォローアップのためのアンケートをお願いすることがあります。

・基金に提出された事業報告書・成果物などは、基金事業の広報のため、公開することがあります。

・提出された申請書類及び添付書類は一切返却いたしません。
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　予算

1.

　通貨単位 BRL

2.

　事業予算

申請機関 その他の資産供与者 国際交流基金

（１）謝金・人件費（講演者、講師、翻訳者等）

（1）小計

0 0 0 0

（2）交通費（国際運賃、国内交通費等）

（2）小計

0 0 0 0

（３）滞在費（申請国内等）

（３）小計

0 0 0 0

（4）小計

0 0 0 0

0 0 0 0

経費項目

総計

経費項目 明細 積算根拠　例：　単価ｘ日数ｘ人数 合計

（４）その他（賞品購入費等）


 ※日付          （年）         （月）       （日）


                         ／             ／
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